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遠 野 市 【 議 決 年 月 日 】 Mi 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 内 PP 


「 過 労 死 」 が 社会 問題 と な り 、「karoshi」 が 国際 語 と な っ て か ら 四 半 世 紀 が た と うと 
し て いる 。 過労 死 が 労災 で ある と 認定 され る 数 は ふえ 続け て お り 、 過労 死 撲滅 の 必要 性 
が 叫ば れ て 久 し い が 、 過 労 死 は 、「 過 労 自 殺 」 も 含め て 広がる 一 方 で 、 減 少 する 気配 は 
な い 。 突然 大 切な 肉親 を 失っ た 遺族 の 経済 的 困難 や 精神 的 悲哀 は 筆舌 に 尽く し が た いも 
の が あり 、 ま た 、 真面目 で 誠実 な 働き 盛り の 労働 者 が 過労 死 ・ 過 労 自殺 で 命 を 落と し て 
いく こと は 、 我 が 国 に と っ て も 大 き な 損 失 と 言わ な けれ ば な ら な い 。 

用 NR 労働 者 に 週 40 時 間 ・ 一 日 8 時 間 を 越え て 労働 さす せ て は な ら な いと 定 
労働 者 が 過重 な 長 時 間 労 働 を 強い られ る の を 禁止 し て 、 労働 者 の 生命 と 健康 を 保護 
RA 指し て いる 。 し か し 、 当 該 規制 は 十分 に 機能 し て いな い 。 

昨今 の 雇用 情勢 の 中 、 労働 者 は いく ら 労 働 条 件 が 厳し く て も 、 使 用 者 に その 改善 を 申 
し 出る の は 容易 で は な い 。 ま た 、 個 別 の 企業 が 、 労 働 条 件 を 改善 し た いと 考え て も 、 厳 
し い 企 業 間 競 争 と グロ ー バ ル 経 済 の 中 、 自 社 だ け を 改善 する の は 難し い 面 が ある 。 

この よう に 、 個人 や 家族 、 個別 企業 の 努力 だ け で は 限界 が ある 以上 、 国 が 法律 を 定め 、 
総合 的 な 対策 を 積極 的 に 行っ て いく 必要 が ある 。 

よっ て 、 国 に お か れ て は 、 上 記 の 趣旨 を 踏ま え 、 下 記 の 内 容 の 法律 (過労 死 防止 基本 
法 ) を 1 日 も 早く 制定 する よう 強く 要望 する 。 
記 

1 過労 死 は あっ て は な ら な いこ と を 、 国 が 宣言 する こと 。 

2 過労 死 を な くす た め の 、 国 ・ 自 治 体 ・ 事 業 主 の 責務 を 明確 に する こと 。 

3 国 は 、 過 労 死 に 関す る 調査 ・ 研 究 を 行う と と も に 、 総 合 的 な 対策 を 行う こと 。 
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5 お に は の 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 厚 生 労働 大 臣 、 
oe 

【 件 名 】 年 金 削減 中 止 を 求め る 意見 書 


























平成 24 年 に 国会 は 2.5% 年 金 削減 法 を 含む 国民 生活 に 直結 する 重要 法案 を 成立 させ 
た が 、 年 金 2.5% 削 減 が 実施 され れ ば 、 高 齢 者 の 生活 を 圧迫 する こと が 危 恨 され る 。 
年 金 は 、 高齢 者 に 直接 給付 され る も の で あり 、 特 に 大 都市 部 以外 の 地域 で は 、 年 金 の 
削減 が 地域 経済 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す と と も に 、 消費 を 冷え 込ま せ 、 不況 か ら の 脱出 へ 
の 助力 と は な ら な いし 、 国 の 経済 に も 負 の 影響 を 与え る こと が 懸念 され る 。 

さら に 、 今 準備 され て いる デフ レ 下 に お ける マク ロ 経 済 の スラ イド の 実施 に より 、 際 
限 な き 年 金 削減 の 流れ に 道 を 開く こと に つなが り 、 若 者 を 中 心 に 年 金 離 れ が 一 層 進 み 、 
年 金 制度 へ の 信頼 は さら に 低下 する こと が 懸念 され る 。 
また 、 年 金 削減 は 、 生 鮮 食 料 品 、 灯 油 や ガソリン の 値上がり 、 諸 税 ・ 保 険 料 の 引き 上 
げ で 、 た だ で さえ 上 厳し い 生活 を 余儀 な くさ れ て いる 高齢 者 の 暮らし に 追い 討ち し を か ける 
こと は 必至 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて 、 年 金 2.5% 削 減 を 中 止 す る こと を 強く 求め る 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 

記 
1 年 金 の 2.59% 削 減 を 中 止 す る こと 。 
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【 提 


【 件 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 
出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 
名 】「 森 林 吸 収 源 対 策 及 び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 」 の た め の 


意見 書 


地球 温暖 化 防 止 の た め の 温 室 効果 ガス の 削減 は 、 我 が 国 
つっ 喫緊 の 課題 と な っ て お り 、 有 森林 の も つ 地 球 温暖 化 の 防止 や 国 
「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 























る 。 


自然 環境 の 保持 な ど 














た も の (第 1 約 東上 
収量 で 確保 ) と 同等 以上 の 』 

この よう な 経緯 も 踏 
平成 24 年 10 月 
林 吸 収 源 対策 及 O 
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森林 吸収 源 対策 や 豊富 な 自 


し か し な が ら 、 





























これ を 再 
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総務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 


の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 


























士 の 保全 、 水 資源 











の 漁 養 、 


対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 











また 、 わ が 国 は 、 平 成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 
I 間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 % の うち 、3.8% を 森林 吸 
組み を 推進 する こと と し て いる 。 

まえ 、「 地 球 温暖 化 対策 の た め の 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 措 





























目標 達成 計画 に 掲げ 






































に 導入 され た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 


地球 温暖 化 対策 に 
な 検討 を 行う 」 と の 方 針 に 止ま っ て 

も と より 、 地 球 温暖 化 防 止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 
然 環 境 が 生み 出す 再生 可能 エネ ルギー の 活 / 
み を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 
格 の 横 落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 
継 者 不足 な ど 茂 し い 情 勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 
到 民 の 生命 財産 が 温か され る と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 
生き させ る こと と 共に 、 森 林 吸 収 泊 
恒久 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 
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れ ら 市 町 村 で は 、 木材 1 






























































よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 
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関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 
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保全 等 の 
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り 組 


対策 な どの 地球 温暖 化 対 策 に 取組 むための 


自然 災害 な どの 脅威 か ら 国民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 
的 な 強化 を 図る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 の 
整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よる 
税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構 築 を 強く 求め る 。 


以上 、 地 方 自 


























治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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議決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 

【 件 名 】 地 方 税 財源 の 充実 確保 を 求め る 意見 書 

地方 財政 は 、 社会 保障 関係 費 な どの 財源 需要 の 増加 や 地方 税収 の 低迷 等 に より 、 厳し 
い 状 況 が 続い て いる 。 

こう し た 中 、 基礎 自治 体 で ある 市 が 、 住民 サー ビス や まち づく り を 安定 的 に 行う た め 
に は 、 地 方 税 財 源 の 充実 確保 が 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 され る よう 強く 求め る 。 


分 コ 
pL 


1 地方 交付 税 の 増額 に よる 一 般 財 源 総 額 の 確保 に つい て 

(1) 地方 単独 事業 を 含め た 社会 保障 関係 費 の 増 な ど 地 方 の 財源 吉 要 を 、 地 方 財政 
計画 に 的 確 に 反映 する こと に より 、 一 般 財 源 総 額 を 確保 する こと 。 

(2) 特に 地方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 に つい て は 、 本 来 の 役割 で ある 財源 保 
障 機 能 ・ 財 源 調整 機能 が 適切 に 発揮 され る よう 増額 する こと 。 

(3) 財源 不足 額 に つい て は 、 上 臨時 財政 対策 債 の 発行 等 に よる こと な く 、 地 方 交付 
税 の 法定 率 の 引上げ に より 対応 する こと 。 

(4) 依然 と し て 厳し い 地 域 経済 を 活性 化 さ せる 必要 が ある こと か ら 、 地 方 財政 計 
画 に お ける 歳出 特別 枠 を 維持 する こと 。 

(5) 地方 公務 員 給 与 の 引下げ を 前 提 と し て 、 平 成 25 年 度 の 地方 交付 税 が 削減 され 
た が 、 地 方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 を 国 の 政策 誘導 手段 と し て 用 いる こと 
は 、 避 ける こと 。 

2 地方 税源 の 充実 確保 等 に つい て 

(1) 地方 が 担う 事務 と 責任 に 見 合う 税 財源 配分 を 基本 と し 、 当 面 、 国 と 地方 の 税 

源 配 分 を 「5 : 5」 と する こと 。 
その 際 、 地 方 消費 税 の 充実 な ど 、 税 源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地 
方 税 体系 を 構築 する こと 。 

(2) 個人 住民 税 は 、 そ の 充実 を 図る と と も に 、「 地 域 社会 の 会 費 」 と いう 基本 的 な 
性 格 を 踏ま え 、 政 策 的 な 税額 控除 を 導入 し な いこ と 。 

(3) 固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 基幹 税目 で ある こと か ら 、 そ の 安定 的 確保 を 図る こ 
と 。 特 に 、 償 却 資産 の 根幹 を な し て いる 「 機 械 及び 装置 」 に 対す る 課税 等 に つ 
いて は 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 

(4) 法人 住民 税 は 、 均 等 割 の 税率 を 引き 上 げ る こと 。 

(5) 自動 車 重量 税 及び 自動 車 取得 税 は 、 代 替 財 源 を 示さ な い 限 り 、 市 町 村 へ の 財 
源 配 分 の 仕組 み を 含め 現行 制度 を 堅持 する こと 。 

(6) 地球 温暖 化 対策 に お いて 地方 自治 体 が 果たし て いる 役割 を 踏ま え 、 地 球 温暖 
化 対策 譲与 税 を 新た に 創設 する な ど 、 地 方 税 財源 を 確保 する 仕組 み を 構築 する 
ご と ど 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 28 日 


【 提 出 先 】 衆 衆 』 議院 議長 、 参 参議 院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 外務 大 臣 、 農林 水産 大 臣 、 


経済 産業 大 臣 


【 件 名 】 重要 5 品目 の 聖域 すら 守れ な い TPP 交 渉 参加 か ら 撤 退 す る こと を 


求め る 意見 書 




























































































議 「 交 渉 に より 収集 し た 情報 に つい て は 、 国会 











日 本 政府 は 7 月 23 日 マレ ー シ ア で 開催 され た 第 18 回 
保護 に 関す る 書簡 を 各国 と 交換 し た 。 こ れ に よ 








会 に 速やか ! 


























TTPP 交渉 に 正式 参加 し 、 秘 密 


り 、 交渉 中 の 条文 や 各国 の 提案 
連 文 書 、 交渉 で や り と り し た 情報 に つい て は 、 関係 
り 、 協 定 発効 後 4 年 間 秘 密 扱 いさ れる こと と な っ た 。 こ の こと は 安倍 首相 の 「 国 民 へ の 
情報 提供 に つい て は 、 今 後 と も 公開 で きる こと は 状況 の 進展 に 応じ し て し っ か り と 国民 の 
皆さん に 提供 し て まい り ま す 」 と の 国会 答弁 や 、2013 年 4 





























に 報告 する と と も に 





内 容 と 関 


国 が 同意 し な い 限 り 守 秘 の 対象 と な 




















月 衆参 農林 水産 委員 会 の 決 











国民 へ の 十 

















分 な 情報 提供 を 行い 、 幅広 い 国民 的 議論 を 行う よう に 措置 する こと 」 な ど 、 
衆参 農林 水産 委員 会 の 決議 を 担保 で き な く な っ て いる 。 






































そもそも TPP は 関税 、 非 関税 障壁 の 撤廃 が 大 前 提 で 、 






































合 診療 や 医療 へ の 株 式 会 社 の 参入 、 公共 事業 の 地元 企業 優 
項 の 締結 等 、 国民 生活 人 な 影響 が ある こと は 明らか で あり 、 一 部 の 多国 和 








国会 答弁 や 











食料 自給 の 確保 や 安全 性 、 混 














先 の 撤廃 、 不平 等 な 1 SD 条 























籍 企業 だ け 





が 利益 を 得る 条約 で ある 。 第 i te a に も 壊滅 











的 な 打撃 を 与え 、 過 疎 と 高齢 化 に 直面 化し な が ら も 産業 振興 計画 推進 な ど 
いる 努力 は 打ち 砕 か れ 、 0 ご と 


















































に 取り 組ん で 
に な る こと は 明らか で ある 。 





よっ て 、 国 に お か れ て は 、 重要 5 品目 の 聖 城 す ら 守 れ な い TPP 交 渉 か ら 直 ち に 撤退 


する こと を 、 強 く 要 望 す る も の で ある 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 28 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 条 の 第 一 順位 指定 
大 臣 ( 副 総 理 ) 、 内 閣 官房 長官 、 
総務 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 ( 地 方 分 権 改革 ) 、 道 州 制 担当 

【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 


























E. 品 、 


り 、「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真琴 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 憎 で あ 
る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 しない 
事 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与党 に お いて は 、 道 州 制 導 入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 既 に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
こと な ど 、 我 々 の 要望 を 無視 する か の 動き を 見 せ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か た ち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事務 権限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「 基 礎 自治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や や 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
に 遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保 全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 生か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 

よっ て 、 我 々 軽米 町 議会 は 、 道 ! 


我々 町 村 議 会 は 、 平 成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 会 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に よ 
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制 の 導入 に 断固 反対 する 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 

















